
歳出の状況
扶助費
　昨年 10 月から始まった幼児教育・保育の
無償化関連経費や障がい福祉費の増などによ
り過去最大を更新し、前年度比 1,923 万円
の増額

公債費
　熊本地震からの復旧費用として借り入れた
資金の返済が本格的に始まるため、前年度比
5 億 4,254 万円の増額

普通建設事業費
　防災コミュニティ施設整備や学校施設（松
橋中学校・不知火小学校・給食センター）改
築の事業費が減少し、前年度比 20 億 6,444
万円の大幅な減額

補助費等
　光通信網整備事業の完了や熊本地震で被災
した宅地復旧件数の減などにより、前年度比
4億275万円の減額

RAY!WA!JUMP
2月17日から3月16日にかけて第1回市議会定例会が開かれました。

守田憲史市長が示した今年度の施政方針と可決成立した予算の

概要をお知らせします。

分担金・負担金（0.4％）

1億4,099万円

繰入金（6.6％）

22億2,497万円

使用料・手数料（0.9％）

3億1,429万円

繰越金（0.9％）

3億円
その他（2％）   
　・寄附金
　・諸収入
　・財産収入 

6億8,391万円

4億2,200万円

2億3,965万円

      2,226万円

歳入の状況
市税
主な自主財源。
個人所得の伸びや償却資産の課税適正化
を要因として、前年度比 8,830 万円の
増額

地方交付税
主な依存財源。
合併から 15 年間優遇されていた措置が
無くなったため、前年度比 3 億 2,000
万円の減額

市債（市の借金）

普通建設事業費の減（※「歳出の状況」
参照）により、前年度比 15 億 2,080
万円の減額

財政調整基金（市の貯金）

前年度を上回る歳入の不足が生じるため、
21 億 6,355 万円を取り崩し

地方譲与税（0.8％）

2億7,439万円

（　）は構成比

各種交付金（3.6％）　12億1,992万円

　・利子割　　　　 　　 　　　 　 　 226万円

　・配当割　　　　  　　　　　　  1,389万円

　・株式等譲渡所得割　　　      899万円

　・地方消費税　　　       11億   913万円

・ゴルフ場利用税　    3,507万円

・環境性能割　　　    1,720万円

・地方特例　　　　    2,694万円

・交通安全対策特別　    644万円

人件費（12.9％）

43億6,845万円

公債費（11.7％）

39億8,258万円普通建設事業費（19.4％）

66億115万円

義務的経費（45.9％） 
投資的経費（20.4％）　
その他経費（33.7％）

155億7,885万円

　69億3,443万円

114億7,411万円

災害復旧
事業費（1％）
3億3,328万円

物件費（11.4％）

38億9,240万円

維持補修費（2.1％）

7億2,255万円

補助費等（10.7％）

36億4,229万円

積立金（0.6％）

1億9,372万円

投資・出資・貸付金（0.5％）

1億6,284万円

一般会計の歳入一般会計の歳出　

教育費（14.1％）

47億7,932万円

総務費（13.1％）

44億3,818万円

土木費（10.5％）

35億6,967万円

公債費（11.7％）

39億8,258万円

消防費（4.4％）
15億1,516万円

衛生費（5.4％）

18億4,853万円

農林水産業費（4.1％）

13億9,683万円

商工費（1.1％）

3億6,506万円

議会費（0.6％）

2億1,352万円

災害復旧費（1％）

3億3,328万円

予備費（0.1％）

2,500万円

予備費（0.1％）

2,500万円

民生費（33.9％）
115億2,026万円

自主財源（28.2％）    
依存財源（71.8％）  

歳出
目的別

繰出金（8.3％）

28億
3,531万円

一般会計

339億8,739万円

　　   前年度から11億5,834万円の減額

令和2年度
施政方針・当初予算

歳入

市税（17.4％）

59億2,170万円

地方交付税（25.8％）

87億7,000万円

県支出金（8.8％）

29億9,001万円

扶助費（21.3％）

72億2,782万円

国庫支出金（16.8％）

56億9,631万円

市債（16％）

54億5,090万円

歳出
性質別

令
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２
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施
政
方
針

　

熊
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４
年
。
市
政
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旧
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ェ
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ま
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併
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運
営
に
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え

て
蓄
え
て
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た
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基
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を
、
２
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連
続
で
取
り
崩
し
て
い

ま
す
。
そ
れ
は
、
今
後
も
市
の
財

政
収
支
の
見
通
し
が
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で
き
る
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で
は
な
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に
し
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も
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の
た
め
に
は
市
民
ニ
ー
ズ
を
的
確

に
把
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を
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じ
め
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特
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取
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組
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を
強
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き
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策
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進
す

る
必
要
が
あ
る

か
ら
で
す
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予
算
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模

　
当
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前
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３
３
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、
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庁
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と
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公

共
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第
２
次
宇
城
市
総
合
計
画
で
掲

げ
た
６
つ
の
基
本
目
標
に
沿
っ
た

施
策
へ
予
算
を
配
分
し
て
、
ま
ち

づ
く
り
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

持
続
可
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す
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に

　

歳
入
は
、
市
税
の
増
収
を
見
込

ん
で
い
ま
す
が
、
自
主
財
源
の
割

合
は
28
・
２
％
と
依
然
と
し
て
低

い
水
準
で
す
。
加
え
て
歳
入
の
４

分
の
１
を
占
め
る
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通
交
付
税
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す

る
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で
、
市
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貯
金
を
取
り
崩

し
て
対
応
す
る
な
ど
厳
し
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財
政

状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。今
後
も
、

熊
本
地
震
か
ら
の
復
興
や
さ
ま
ざ

ま
な
行
財
政
課
題
へ
し
っ
か
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と

対
応
す
る
た
め
に
、
財
源
の
確
保

と
効
率
的
・
効
果
的
な
予
算
執
行

に
努
め
、
将
来
世
代
に
負
担
を
先

送
り
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
よ

り
一
層
の
財
政
健
全
化
に
取
り
組

ん
で
い
き
ま
す
。

全文は
こちらから

   95億8,586万円

  244億    153万円
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